参考様式１－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

上尾市長　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者
　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　

主任技術者　　　　　　　　　　　　　　㊞
主任技術者チェックリスト

　現場代理人等通知書にて通知した主任技術者は建設業法第26条第3項に規定する事項について以下のとおり確認しましたので提出いたします。

工事名：
工　　期：令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

請負代金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　円）
	番号
	チェック項目
	備　考

	※１
	経営業務の管理責任者でない。
	建設業許可の要件

①経営業務の管理責任者が常駐すること。

	※２
	営業所の専任技術者でない。
	建設業許可の要件

②専任技術者を営業所ごとに常任で置くこと。

	※３
	他の工事の現場代理人でない


	現場代理人は工事現場に常駐しなければならず、他の工事の現場代理人との兼務はできません。

	４
	4-1.専任の主任技術者とならない工事

〔チェック内容〕

・他工事の専任の主任技術者でない。

4-2※.専任の主任技術者となる工事
〔チェック内容〕

・他工事の主任技術者でない。
	4-1.請け負った建設工事を施工するときは、当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる主任技術者を置かなければならない。
4-2. 建設工事1件の請負代金が4,000万円以上、建築一式工事である場合には8,000万円以上の工事の主任技術者は工事現場ごとに、専任の者でなければならない。
ただし、特定の工事として、認められた場合を除く※1

	※印の箇所は専任の主任技術者となる場合のみ確認すること。




※1　密接な関係にある工事や工事現場の相互の間隔が概ね10㎞以内の場所などの特定の工事については、契約締結前(落札候補者の時点)に、主任技術者兼務届出書を提出し、認められた場合に限り兼務が可能となります。
